
平成 28 年度における原子力機構の環境配慮活動報告について 

（アニュアルレポート「原子力機構 2017」の記載項目の一部） 

 

平 成 2 9 年 9 月 2 9 日 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

 

 

日本原子力研究開発機構（以下、「原子力機構」という。）の平成 28 年度の環

境配慮活動について、環境配慮促進法に基づき公表いたします。 

この報告により、原子力機構の環境配慮活動の透明性を確保し、皆様との相

互の理解と信頼の一助となることを願っています。 

 

なお、この報告は平成 29 年 10 月発行予定の原子力機構の事業活動全体を

総合的に取りまとめたアニュアルレポート「原子力機構 2017」の記載項目の一部

となるものです。アニュアルレポート「原子力機構 2017」が発行された後はぜひ

そちらも御覧ください。 

 

   

 

以 上 
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国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（原子力機構）は、2005年10月に日本原子力
研究所と核燃料サイクル開発機構とを統合し発足した、わが国唯一の総合的な原子力の研
究開発機関です。

その取り組むべき重要な課題の一つとして、東京電力福島第一原子力発電所事故への対応
があります。具体的には、環境の回復及び原子炉施設の廃止措置に関する研究開発に原子力
機構の総力を挙げて精力的に取り組んでいます。この春からは、福島県双葉郡富岡町に建設
した廃炉国際共同研究センター国際共同研究棟の本格運用を開始するなど、課題解決に向け
たより一層の取組みを行っています。

高速増殖原型炉「もんじゅ」につきましては、2016年12月に運転再開はせずに今後廃止措置に
移行するという政府方針が示されました。今後は、「もんじゅ」の廃止措置を着実に進めるととも
に、国が定めた「高速炉開発の方針」に沿って、「もんじゅ」を通じて得られた成果も有効に活用
しつつ、わが国における高速炉開発にあらためて取り組んでいきます。

原子力機構は、国立研究開発法人として研究開発の成果を着実に示していくことが求めら
れています。2016年度には科学技術分野の文部科学大臣表彰として「科学技術賞」3件を受
賞しました。また、1,000件以上の論文を学術誌などで公表いたしました。今後も豊かな発想に
基づく新しい成果を発信できるよう努めていきます。

私は、2015年4月の理事長就任以来、これらの事業を進める上で基盤となる原子力機構の
研究開発機能を維持・発展させるためには、身の丈に合わせて施設のスリム化を図りつつ、安全
対策及びバックエンド対策を確実に進めることが重要であると考えてきました。そこで、本年4月
には、この考えを具体化した「施設中長期計画」を策定し、組織全体で本計画に取り組んでい
ます。

このような原子力機構のさまざまな取組みにおいて重要なキーワードは、「安全」、「コンプラ
イアンス」、「実行」と考えています。「安全」は言うまでもなく、原子力事業者としての大前提で
す。その中で本年6月6日に大洗研究開発センター燃料研究棟で汚染事故を発生させたこと
は、地元をはじめとする国民の皆様の信頼を大きく損なうものとして非常に重く受け止めてお
り、多大なご迷惑及びご心配をおかけしていることを心よりお詫び申し上げます。原因究明に
基づく再発防止対策の実行に全力を尽くすとともに、被ばくした作業員のケアをしっかり行って
いきます。「コンプライアンス」は、社会の一員として国民や立地地域の皆様から常に信頼され
る組織であるため守るべき必要不可欠なものです。「実行」は、単に物事を始める、動かすだ
けではなく、その先にある「創造」への扉を開ける意味も込めつつ、皆様に私どもの活動を見え
る形でお示しし、ご理解いただくために、組織全体の意志として重要なものと考えています。

原子力の研究開発は、国民の皆様のご理解がなければ前へ進めることができません。その
ために、ホームページの充実や広報誌などを通じた情報発信に努めておりますが、私どもの活動
へのご理解を一層深めていただきたいと考え、2016年度一年間の活動状況をこのアニュアル
レポートとしてまとめました。

今後とも原子力機構の活動に対するご理解、ご支援のほど、よろしくお願い申し上げます。

2017年9月

国立研究開発法人 日本原子力研究開発機構

理事長

コンプライアンス

安 全 実 行
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役員 2017年4月現在

組織体制 2017年4月現在

原子力機構は理事長が定める６つの安全管理関係基本方針に基づき、安全を最優先とし、安全文化及び核セキュリティ
文化の醸成に不断に取り組み、施設及び事業に関わる安全確保並びに核物質等の適切な管理を徹底しています。

安全管理関係基本方針

原子力機構では、「エネルギー基本計画」（2014年4月閣議決定）や「第5期科学技術基本計画」（2016年1月閣議決定）
等の原子力を含めたエネルギー政策及び科学技術政策等を踏まえて、「福島の再生・復興に向けた技術の確立」、「原
子力安全の継続的改善」、「原子力を支える基礎基盤研究」、「バックエンド技術の確立」及び「高速炉サイクル技術の確
立」に重点化して取り組んでいます。

研究開発の主要テーマ

原子力機構は、原子力に関するさまざまなテーマについての研究活動を、それぞれの研究開発拠点において行って
います。

研究開発拠点 2017年4月現在

監事

（運営管理組織）

（共通事業組織）

（部門組織）

福島研究開発部門

安全研究・防災支援部門

原子力科学研究部門

高速炉研究開発部門

バックエンド研究開発部門

理事長
副理事長
理事

▪もんじゅ再生本部
▪戦略・国際企画室
▪安全・核セキュリティ統括部
▪事業計画統括部
▪バックエンド統括部
▪法務監査部
▪総務部
▪人事部
▪財務部
▪契約部
▪広報部

▪研究連携成果展開部
▪建設部
▪システム計算科学センター
▪原子力人材育成センター
▪核不拡散・核セキュリティ総合支援センター
▪敦賀事業本部
▪東海管理センター
▪大洗研究開発センター

敦賀地区
「もんじゅ」は政府方針に従い廃止措置に
移行、「ふげん」における廃止措置研究を
実施

大洗地区 
常陽や照射後試験施設等による高
速炉サイクル技術開発、高温ガス炉
等による核熱利用研究等を実施

人形峠地区
ウラン濃縮関連施設の廃止措置を実施

福島地区 
東京電力福島第一原子力発電所事故
関連の対応業務を実施

幌延地区
高レベル放射性廃棄物処分技術に関す
る研究開発（堆積岩系対象）を実施

青森地区 
原子力船「むつ」の原子炉等を保管、核燃
料サイクルへの支援業務を実施

東海地区 
安全研究、原子力基礎基盤研究の推進、
中性子利用研究の推進、高レベル放射
性廃棄物処分技術に関する研究開発、
高速炉燃料開発、再処理施設の廃止に
向けた取組み、原子力研修や防災研修
等を実施

東濃地区
高レベル放射性廃棄物処分技術に関す
る研究開発（結晶質岩系対象）を実施

安全衛生管理基本方針

原子力施設における
安全文化の醸成及び

法令等の遵守に係る活動方針
環境基本方針安全管理関係基本方針

原子力安全に係る品質方針

核セキュリティ文化の
醸成に係る活動方針

核セキュリティ関係法令等の
遵守に係る活動方針

原子力を支える
基礎基盤研究

原子力安全の
継続的改善

高速炉
サイクル技術の確立

福島の再生・
復興に向けた
技術の確立

バックエンド
技術の確立

理事長

児
こだま

玉　敏
とし

雄
お

理事

青
あおと

砥　紀
かずみ

身

理事

伊
い

藤
とう

　肇
はじめ

監事

仲
なかがわ

川　滋
しげる

副理事長

田
たぐち

口　康
やすし

理事

三
み

浦
うら

　幸
ゆきとし

俊

理事

野
の

田
だ

　耕
こういち

一

監事

小
こ な が や

長谷　公
こういち

一

理事

山
やまもと

本　徳
とくひろ

洋

理事

渡
わたなべ

辺　そ
そ

の
の

子
こ

※ 安全管理関係基本方針の詳細は原子力機構ホームページをご覧ください。
　http://www.jaea.go.jp/about_JAEA/safety/
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原子力機構は主務省庁（文部科学省、経済産業省及び原子力規制委員会）から指示された中長期目標に基づいて作成
した中長期計画に沿って事業を進めています。2015年度からは第3期中長期計画（2015年4月1日～2022年3月31日）
にしたがって業務を推進しています。

中長期計画とその評価

原子力機構の概要

第3期中長期計画
第3期中長期計画は「エネルギー基本計画」（2014年4月閣議決定）や「第5期科学技術基本計画」（2016年1月閣議決

定）等の国の原子力を含めたエネルギー政策及び科学技術政策等を踏まえて、以下の業務を定めています。

Ⅰ. 安全を最優先とした業務運営に関する目標を達成するためとるべき措置
Ⅱ. 研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置

①東京電力福島第一原子力発電所事故の対処に係る研究開発
②原子力安全規制行政等への技術的支援及びそのための安全研究
③原子力の安全性向上のための研究開発等及び核不拡散・核セキュリティに資する活動
④原子力の基礎基盤研究と人材育成
⑤高速炉の研究開発
⑥核燃料サイクルに係る再処理、燃料製造及び放射性廃棄物の処理処分に関する研究開発等
⑦産学官との連携強化と社会からの信頼の確保のための活動

Ⅲ． 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置
Ⅳ． 財務内容の改善に関する目標を達成するためとるべき措置
Ⅴ． その他業務運営に関する重要事項

年度計画
独立行政法人通則法第35条の8の規定に基づき、原子力機構は事業年度の開始前に、中長期計画に基づき、その事

業年度の業務運営に関する計画（年度計画）を定めています。

業務実績に関する評価
原子力機構は主務大臣より業務実績に関する評価を毎年度受けており、2017年8月31日付けで第3期中長期計画の

2年目にあたる2016年度の評価が示されました。総合評価は、「Ｂ」で項目別の評価結果は以下のとおりです。

＜主務大臣の評価結果＞
評価 件数 項目名

S 0 —

A 5

・東京電力福島第一原子力発電所事故の対処に係る研究開発
・原子力安全規制行政等への技術的支援及びそのための安全研究
・ 原子力の安全性向上のための研究開発等及び核不拡散・核セキュリティに

資する活動
・原子力の基礎基盤研究と人材育成
・ 核燃料サイクルに係る再処理、燃料製造及び放射性廃棄物の処理処分に

関する研究開発等

B 4

・産学官との連携強化と社会からの信頼の確保のための活動
・業務の合理化・効率化
・予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画等
・効果的、効率的なマネジメント体制の確立等

C 2 ・安全確保及び核セキュリティ等に関する事項
・高速炉の研究開発

D 0 —

2011 2012 2013 2014 2015 2016※ 2017（年度）

（億円） （人）

1,891
1,770 1,828

1,954 1,954

1,488 1,568

3,922 3,892 3,831 3,741 3,683
3,133 3,113

予算（左軸） 人員（右軸）

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

原子力機構では、効率的な事業推進や管理部門の一層の効率化を行い、必要に応じて事業の見直しを行うことにより、
予算・人員の合理化に向けて努力しています。

予算については、受託研究や共同研究の積極的な展開により、多様な外部機関からの競争的資金をはじめとする資金
の獲得に努めています。また、基礎基盤研究からプロジェクト型研究開発までの幅広い業務を遂行するため、個々人の能
力・適性を活用できるよう、組織横断的かつ弾力的な人材配置を促進しています。

予算と人員

研究開発成果発表実績 新規特許出願数 外部表彰受賞
・研究開発報告書類刊行数 152件 ・20件（国内のみ） ・文部科学大臣表彰 6件
・論文発表数 1,077件 ・各種学協会等の賞 52件
　　査読付論文 824件 ・各種財団賞 3件
　　査読無論文 253件
・口頭発表件数 1,600件

原子力機構が創出した個々の研究開発成果につきましては、別の刊行物でも詳しく紹介していますので、本レポートと併せてご参照いただけると幸甚です。
・ 代表的な学術論文等は成果普及情報誌「原子力機構の研究開発成果」
・ 産業上応用可能な特許等は「JAEA技術シーズ集」

研究開発業績（2016年度）

財務情報（2016年度）
●貸借対照表の概要 ●損益計算書の概要

※財務諸表の詳細は原子力機構ホームページをご覧ください。 
　http://www.jaea.go.jp/about_JAEA/financial/

（単位：百万円） （単位：百万円）

Ⅰ 流動資産

Ⅱ 固定資産

　１ 有形固定資産

　２ 無形固定資産

　３ 投資その他の資産

資産合計

資産の部 負債の部

純資産の部

損益計算の区分
159,292

594,202

527,927

2,335

63,939

753,495

Ⅰ 流動負債

Ⅱ 固定負債

 　負債合計

52,878

213,450

266,328

Ⅰ 資本金

Ⅱ 資本剰余金

Ⅲ 利益剰余金

 　純資産合計

負債・純資産合計

820,290

△359,002

25,878

487,166

753,495

経常費用

経常収益

臨時損失

臨時利益

税引前当期純損失

法人税、住民税及び事業税

当期純利益

前中長期目標期間繰越積立金取崩額

当期総利益

158,695

160,308

1,843

371

141

50

91

335

426

【評価基準】
S：適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で
「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕
著な成果の創出や将来的な特別な成果の
創出の期待等が認められる。

A：適正、効果的かつ効率的な業務運営の下
で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著
な成果の創出や将来的な成果の創出の期
待等が認められる。

B：「研究開発成果の最大化」に向けて成果の
創出や将来的な成果の創出の期待等が認
められ、着実な業務運営がなされている。

C：「研究開発成果の最大化」または「適正、効
果的かつ効率的な業務運営」に向けてより
一層の工夫、改善等が期待される。

D：「研究開発成果の最大化」または「適正、効
果的かつ効率的な業務運営」に向けて抜本
的な見直しを含め特段の工夫、改善等が求
められる。

※ 上記基準は、「研究開発に係る事務及び事業」に関
する評価基準である。

※中長期計画、年度計画、評価結果の詳細は原子力機構ホームページをご覧ください。
　http://www.jaea.go.jp/about_JAEA/business_plan.html

※量子科学技術研究開発機構移管統合に伴う予算及び人員の減
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環境負荷及びその低減に向けた取組みの状況

環境に配慮して事業を行うことは原子力機構の事業が社会に受け入れられるとともに、自らの周囲をよりきれいに住みや
すい環境にすることでもあり、事業の効率化にもつながっています。

原子力機構では、事業運営にあたり環境への配慮を優先事項と位置づけ、「環境配慮管理規程」を定め、この規程に基づい
て毎年度理事長が定める環境基本方針の下、環境目標を定め、環境配慮活動に積極的に取り組んでいます。

また、環境配慮活動を推進するため、環境委員会や環境配慮活動に係る担当課長会議を設置するなど、環境マネジ
メント体制を整備しています。

社会から求められるからというばかりでなく、自らの事業活動の持続可能性を確かなものとする意識で環境配慮活動に
取り組んでいます。

環境配慮活動の一環として、各拠点でさまざまな清掃活動や植栽活動をしています。その一部を紹介します。

2016年3月で東濃鉱山が廃止となりました。鉱山では鉱山特有の排水の処理と管理が必要ですが、2016年度から
鉱山排水処理・管理が必要なくなるなどの変化もありました。

大気汚染物質、放射性気体廃棄物等の大気放出、水質汚濁物質の排出、放射性液体廃棄物の排出、さらに騒音・振動・悪
臭等、その他の環境項目においては法令・条例等の規制基準を遵守し、規制値等を超えた事例はありませんでした。

これらのことから総合的にみて原子力機構の事業活動は環境面において周辺環境にも配慮する努力を行った、と評価し
ています。一方で産業廃棄物の排出の際の手続きに一部不備であった事例及び経年劣化によるフロンガスの漏えい事例が
あったため、再発防止のための検討と対策の周知、注意喚起を行いました。こうした事例の減少にも取り組んでいきます。

今後も環境に配慮した総合的な活動に継続して取り組んでいきます。

年間を通しての環境配慮活動の概要を以下に示します。環境配慮活動の結果は環境委員会等で評価し、次年度の
環境基本方針、環境目標に反映しています。

環境美化活動

2016年度環境配慮活動のまとめ

●2016年度環境配慮活動の計画

●2016年度の体制

環境委員会での審議

クリーンアップ
ふくい大作戦

東海村
春の一斉クリーン作戦

構内花壇整備志野・織部付近の
植栽活動

久慈川水系
一斉クリーン作戦

天塩川クリーンアップ
大作戦理　　事　　長

環境委員会

各拠点長等
エ
ネ
ル
ギ
ー
管
理
企
画
推
進
者

安全・核セキュリティ
統括担当理事

安全・核セキュリティ
統括部長

環境配慮活動担当課長会議
省エネ法・温対法対応専門会議

委員長：
安全・核セキュリティ統括担当理事
事務局：
安全・核セキュリティ統括部

主要実施項目

環境方針及び
環境目標の策定と
活動結果のまとめ

前年度環境目標の結果評価と
環境委員会への報告
前年度環境目標の結果評価と
環境委員会への報告

方針・目標に基づいた環境配慮活動の推進方針・目標に基づいた環境配慮活動の推進

省エネ法、温対法の定期報告書
等の作成・国への提出
省エネ法、温対法の定期報告書
等の作成・国への提出 環境配慮活動研修会の開催環境配慮活動研修会の開催

環境配慮活動実績評価とその結果をもとにした
次年度環境基本方針、環境目標等作成
環境配慮活動実績評価とその結果をもとにした
次年度環境基本方針、環境目標等作成

省エネ・温対法への
対応

環境配慮活動研修会

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3
第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

項目 環境目標 結果 評価

省エネル
ギーの推進

2012年度を開始年度とし2016
年度末にエネルギー消費原単
位を年平均1％以上削減、また
は電気需要平準化評価原単位
を2014年度を開始年度とし、
2016年度末に年平均1％以上
削減

・ エネ ル ギ ー 消 費 原 単 位 の 対 前 年 度 比 の 年 平 均 は
100.3％

・ 電気需要平準化評価原単位の対前年度比の年平均は
99.7％

どちらも目標の99％に届かず

未達成

省資源の
推進

・節水の推進
・コピー用紙の削減

・ 水投入量の対前年度比は約96％、近年の対前年度比の
平均は約100%

・ コピー用紙使用量の対前年度比は約97％、近年の対前年
度比の平均は約101%

どちらも近年の平均より削減できた

達成

廃棄物の
低減

古紙リサイクルを推進 コピー用紙回収箱を設置、紙種ごとの分別回収の実施、古
紙回収ポスター掲示

達成

分別回収を徹底するとともに、
有価物を回収

・ 金属類リサイクル率は約90％、その有価物割合は約99％
・ 廃棄物全体では約65％を再利用
それぞれ近年の平均値約92％、約65％と比較すると例年
並み

達成

放射性廃棄物の低減を推進 ・ 管理区域への不用品の持ち込み制限、最小限化の教育は
随時作業者等に対し実施

・ 約20ｔをクリアランス物として国の確認を受けた

達成

環境保全に
関する情報
発信の推進

効果的な環境保全に関する情
報発信方策の検討と推進

・ 本部、各拠点でイントラネットへ環境配慮活動情報を掲載
・「原子力機構2016」と環境詳細情報JAEA-Reviewを発行
・ JAEAダイエットプロジェクトのブログでも省エネ情報を掲載

達成

2016年度環境基本方針

機構は原子力の総合的研究開発を進める国立研究開発法
人として、原子力科学技術分野における研究開発成果の最
大化に取り組みつつ、安全を最優先とした上で、我が国の将
来のエネルギーの安定供給、資源の有効利用及び環境負荷
の低減・環境汚染の予防などの地球環境の保全を図りつつ、
原子力の総合的研究開発を推進する。

2016年度の環境配慮に係る活動に当たっては、以上を踏
まえつつ継続的な改善に取り組むこととし、環境配慮管理規
程等に基づき基本方針を以下のとおり定める。

○ 事業運営に当たっては環境への配慮を優先事項と位置付
け、環境保全に関する法令、自治体条例等の要求事項を遵
守するとともに、安全確保を図りつつ、省エネルギー、省資
源及び廃棄物の低減を図り、地球環境の保全に努める。

○ 環境保全に関する情報発信を推進し、国民や地域社会との
信頼関係を築くように努める。

環境マネジメント

原子力機構では、職員等を対象として各拠点等で推進している環境配慮活動の促進
支援、活性化、スキルアップを図るため、毎年、外部の講師を招き環境関連法令遵守研修
及び意見交換会を実施しています。

環境配慮活動の促進支援のための研修会を実施

環境配慮活動研修会の講義風景

環境配慮活動
※環境配慮活動の詳細は原子力機構ホームページをご覧ください。
　http://www.jaea.go.jp/about_JAEA/environment/
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環境負荷及びその低減に向けた取組みの状況

ＯＵＴＰＵＴＩＮＰＵＴ

投入エネルギー資源
環境に配慮した業務の推進

省エネルギーの推進

廃棄物の低減
リサイクルの推進

投入資源の削減

緑のカーテン 太陽光発電

投入資源
コピー用紙使用量 ･･････ 約200ｔ

温室効果ガス
総温室効果ガス排出量 ･･････約36万ｔ-CO2

一般廃棄物の焼却量
自らの施設での焼却量 ･････ 約45ｔ 

水資源投入
水資源投入量 ･･････約200万m3 

・ 環境配慮契約法に基づき、環境に配慮した契約の推進
・ 裾切り方式による入札
・ 総合評価落札方式等を導入した契約
・ グリーン購入やグリーン調達による環境への負荷の少ない
  物品の購入を推進

環境保全に関する法令、自治体条例等
の遵守が前提

法令に従った排出基準等を遵守
大気汚染、水質汚濁、土壌汚染、騒音、振動、悪臭等の規制基準を遵守

業務改善・効率化推進計画
ダイエットプロジェクト
カイゼン活動

徹底した分別回収・リサイクルへの搬出

一般・産業廃棄物
総廃棄物量(再生利用含む）････････約830ｔ 

主な再生資源
総再生資源量 ･････ 約1,300ｔ

クリアランスの推進
国の確認を受けた量 ･･･････････････････ 約20t

（そのうちアルミ材の再利用･･････････  約1t）

排水（雨水・湧水含む）
総排水量 ･･････約430万㎥ 

PRTR法対象物質（排出量、移動量）
・ メチルナフタレン････････････････････約490㎏
・ キシレン･･･････････････････････････････････約6㎏
・ マンガン及びその他化合物･･････････約60㎏
・ ふっ化水素及びその水溶性塩･･････約8.4㎏

PCB廃棄物の処分
・ PCB廃棄物処分 ･･････486個
  安定器 ･･････････････････480個
  コンデンサ････････････････ 6個

建設資材リサイクル　
・ 総建設リサイクル量･･････････････約2,200ｔ
・ コンクリート塊 ････････････････････約1,600ｔ
・ アスファルト・コンクリート塊 ･･･････ 約61ｔ
・ 建設発生木材 ･････････････････････････ 約15ｔ
・ その他･･････････････････････････････････ 約48ｔ

放射性廃棄物
・ 放射性固体廃棄物発生量 ･･･ 約1,300本※

・ 保管量（2016年3月末）･･･････ 約35万本※

　　　　　　　　　　　　　　  ※200ℓドラム缶換算値
・ トリチウム放出量 ･･････････････ 約990GBq
・ 放射性希ガス放出量･･････････ 約390GBq

工業用水 75％

地下水・
井戸水
8％

河川水・
湖・沼
10％

上水道 7％

総エネルギー投入量 ･･････約6,100TJ

電気 91％ 電気 84％ 産業廃棄物 69％

金属類 75％

公共用水域
（非管理区域排水） 97％

公共用水域
（管理区域排水） 
0％

下水道
3％

古紙 21％

一般廃棄物 
30％

化石燃料 9％

化石燃料
の合計 
10％

代替フロン等
4ガス 5％

その他 3％ プラスチック類 
1％

特別管理
産業廃棄物
1％

フロン類 1％

環境パフォーマンス全体像 −2016年度−

※環境配慮活動に関するお問い合わせは以下のメールにお願いいたします。
　E-mail／kankyo@jaea.go.jp
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